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郵便業務管理規程の変更の認可について 

 

（諮問第１１６６号） 

 

 

 





別紙 

審査結果 

 
郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）の規定に適合し

たものと認められることから、これを認可することが適当である。 

審査基準 
審査 

結果 
理由 

郵便物の秘密を保護するため適切なものであるこ

と。（法第７０条第３項第１号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

総務省令で定める基準に適合する郵便差出箱の設

置その他の郵便物を随時、かつ、簡易に差し出す

ことを可能とするものとして総務省令で定める基

準に適合する郵便物の引受けの方法が定められて

いること。（法第７０条第３項第２号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

一週間につき六日以上郵便物の配達を行うことが

できるものとして総務省令で定める基準に適合す

る郵便物の配達の方法が定められていること。（法

第７０条第３項第３号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

郵便物（国際郵便に係るものを除く。以下この号

において同じ。）について差し出された日から三日

（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日その他総務省令で定める

日の日数は、算入しない。）以内（郵便物が、地理

的条件、交通事情その他の条件を勘案して総務省

令で定める地域から差し出され、又は当該地域に

あてて差し出される場合にあつては、三日を超え

二週間を超えない範囲内で総務省令で定める日数

以内）に送達することが定められていること。（法

第７０条第３項第４号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

郵便物を引き受けた場合において、総務省令で定

める場合を除き、郵便物の表面の見やすい所に、

総務省令で定める基準に適合する通信日付印を押

印することが定められていること。（法第７０条第

３項第５号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

その他総務省令で定める基準に適合するものであ

ること。（法第７０条第３項第６号） 

  

 郵便物を引き受けた場合において、引受けの際

現にその表面の見やすい所に郵便という文字

が掲げられている場合その他の郵便物である

ことが一見して明らかである場合を除き、当該

郵便物の表面の見やすい所に郵便物であるこ

とを表示することが定められていること。（郵

便法施行規則（平成１５年総務省令第５号。以

下「省令」という。）第３２条第８項第１号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 



 
 

審査基準 
審査 

結果 
理由 

法第６条の重要な郵便物を定める方法が適切

に定められていること。（省令第３２条第８項

第２号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

郵便切手等の種類ごとに郵便に関する料金の

支払の用に供するものとして利用者の便益を

考慮して適切な金額で郵便切手等を発行する

ことが定められていること。（省令第３２条第

８項第３号） 

適 郵便切手等の種類ご

とに郵便に関する料

金の支払の用に供す

るものとして利用者

の便益を考慮して適

切な金額で郵便切手

等を発行することが

定められている。 

郵便切手等の種類、大きさその他の様式に関す

る事項並びに主題及び意匠の選定基準が適切

に定められていること。（省令第３２条第８項

第４号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 
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１ 

第１ 郵便業務管理規程について 

 

１ 郵便業務管理規程とは 

  郵便業務管理規程とは、郵便のユニバーサルサービスと信書の

秘密を確保するために必要な事項等を定めたもので、郵便法（昭

和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）第７０条第１項に

より、日本郵便株式会社（以下「日本郵便」という。）は、郵便業

務管理規程を定めることになっている。 

 

○郵便業務管理規程に記載する事項（法第７０条第２項） 

  ①郵便の業務の管理に関する事項 

  ②郵便差出箱の設置その他の郵便物の引受の方法 

  ③郵便物の配達の方法 

  ④上記②③のほか、郵便物の送達の方法 

  ⑤総務省令で定める事項 

・法第６条の重要な郵便物に関する事項 

・郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票に関する事項 

 

２ 総務大臣の認可 

郵便業務管理規程は、国民生活・経済に与える影響が大きいこ

とから、法第７０条第１項により、総務大臣の認可を受けること

となっている（変更の場合を含む。）。 

 

３ 審議会への諮問 

法第７３条第１号に基づき、総務大臣は郵便業務管理規程の認

可を行うにあたり、情報通信行政・郵政行政審議会に諮問するこ

ととなっており、今回諮問を行っているもの。 

 

 

  

日本郵便から認可申請書提出(Ｈ３０.２.２３) 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問(Ｈ３０.３.２９) 

総務大臣認可 

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 



２ 

第２ 日本郵便からの申請内容 

 

１ 概要 

  日本郵便が、現在、郵便業務管理規程において郵便切手類の個

別金額の一覧を定めているところ、手続の簡素化のためその削除

を行うもの。 

 

２ 変更する理由 

郵便法施行規則（平成１５年総務省令第５号）第３２条第８項

第３号が改正されたことに伴い、日本郵便において、郵便業務管

理規程の変更を行うもの。 

 

３ 実施予定期日 

  平成３０年５月１日（火） 

 

 
※ 郵便法施行規則第３２条第８項第３号の改正（平成２９年３月３１日） 

改正前 改正後 

（郵便業務管理規程の認可基準） 

第三十二条（略） 

２～７（略） 

８ 法第七十条第三項第六号の総務省令

で定める基準は、次のとおりとする。 

 一・二（略） 

三 郵便切手等の金額の種類が郵便に

関する料金の納付の用に供するもの

として適切に定められていること。 

 

 

 四（略） 

（郵便業務管理規程の認可基準） 

第三十二条（略） 

２～７（略） 

８ 法第七十条第三項第六号の総務省令

で定める基準は、次のとおりとする。 

 一・二（略） 

三 郵便切手等の種類ごとに郵便に関

する料金の支払の用に供するものと

して利用者の便益を考慮して適切な

金額で郵便切手等を発行することが

定められていること。 

 四（略） 

 

※ 今回の郵便業務管理規程の変更 

変更前（現行） 変更後（案） 

（郵便切手類の発行） 

第４条 会社が発行する郵便切手その他

郵便に関する料金を表す証票（以下この

章において「郵便切手類」という。）は、

次の表のとおりとする。ただし、金額に

ついては、利用者の便益を考慮して会社

が必要と認める場合には右欄に掲げるも

の以外のものを発行することがあるもの

とする。 

（郵便切手類の発行） 

第４条 会社が発行する郵便切手その他

郵便に関する料金を表す証票（以下この

章において「郵便切手類」という。）は、

その種類ごとに郵便に関する料金の支払

の用に供するものとして利用者の便益を

考慮して適切な金額で発行するものとす

る。 

 



３ 

単位：円 

種類 金額 

郵便切手 

１、２、３、５、

１０、２０、 

３０、５０、 

５２、６２、 

７０、８２、 

９０、９２、 

１００、１１０、

１２０、１３０、

１４０、２０５、

２８０、３１０、

５００、 

１，０００ 

郵便葉書の料額印面 ５２、６２ 

国際郵便葉書の料額

印面 
７０ 

郵便書簡の料額印面 ６２ 

航空書簡の料額印面 ９０ 

特定封筒の料額印面 
１８０、３６０、

５１０ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 会社が発行する郵便切手類の種類

は、次のとおりとする。 

(1) 郵便切手 

(2) 郵便葉書の料額印面 

(3) 国際郵便葉書の料額印面 

(4) 郵便書簡の料額印面 

(5) 航空書簡の料額印面 

(6) 特定封筒の料額印面 

 

  



４ 

第３ 審査結果 

 
法の規定に適合したものと認められることから、認可することが適当である。 

審査基準 
審査 

結果 
理由 

郵便物の秘密を保護するため適切なものであるこ

と。（法第７０条第３項第１号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

総務省令で定める基準に適合する郵便差出箱の設

置その他の郵便物を随時、かつ、簡易に差し出す

ことを可能とするものとして総務省令で定める基

準に適合する郵便物の引受けの方法が定められて

いること。（法第７０条第３項第２号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

一週間につき六日以上郵便物の配達を行うことが

できるものとして総務省令で定める基準に適合す

る郵便物の配達の方法が定められていること。（法

第７０条第３項第３号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

郵便物（国際郵便に係るものを除く。以下この号

において同じ。）について差し出された日から三日

（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日その他総務省令で定める

日の日数は、算入しない。）以内（郵便物が、地理

的条件、交通事情その他の条件を勘案して総務省

令で定める地域から差し出され、又は当該地域に

あてて差し出される場合にあつては、三日を超え

二週間を超えない範囲内で総務省令で定める日数

以内）に送達することが定められていること。（法

第７０条第３項第４号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

郵便物を引き受けた場合において、総務省令で定

める場合を除き、郵便物の表面の見やすい所に、

総務省令で定める基準に適合する通信日付印を押

印することが定められていること。（法第７０条第

３項第５号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

その他総務省令で定める基準に適合するものであ

ること。（法第７０条第３項第６号） 

  

 郵便物を引き受けた場合において、引受けの際

現にその表面の見やすい所に郵便という文字

が掲げられている場合その他の郵便物である

ことが一見して明らかである場合を除き、当該

郵便物の表面の見やすい所に郵便物であるこ

とを表示することが定められていること。（郵

便法施行規則（平成１５年総務省令第５号。以

下「省令」という。）第３２条第８項第１号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 



５ 

審査基準 
審査 

結果 
理由 

法第６条の重要な郵便物を定める方法が適切

に定められていること。（省令第３２条第８項

第２号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

郵便切手等の種類ごとに郵便に関する料金の

支払の用に供するものとして利用者の便益を

考慮して適切な金額で郵便切手等を発行する

ことが定められていること。（省令第３２条第

８項第３号） 

適 郵便切手等の種類ご

とに郵便に関する料

金の支払の用に供す

るものとして利用者

の便益を考慮して適

切な金額で郵便切手

等を発行することが

定められている。 

郵便切手等の種類、大きさその他の様式に関す

る事項並びに主題及び意匠の選定基準が適切

に定められていること。（省令第３２条第８項

第４号） 

適 郵便切手類の個別金

額の一覧を削除する

ものであり、左記基準

に係る変更はない。 

 



 

 

 

 

 

参考資料 
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年賀葉書の料金の改定 

 
○ 改定の内容 

  平成３１年用の年賀葉書の料金を、通常の葉書と同額（６２円）に統一するもの。 

   

 改定前 改定後 

年賀葉書の料金 ５２円 ６２円 

 

＜参考（経緯）＞ 

  平成２９年６月 １日 郵便料金の改定（第二種郵便物（年賀葉書を除く）等） 

  平成３０年２月２３日 日本郵便㈱から年賀葉書の料金変更の届出 

 

＜参考（年賀状の引受通数の推移）＞ 

年用 引受通数 対前年度増減 

H25 26.1 億通 ▲2.4% 
H26 25.3 億通 ▲3.1% 
H27 24.3 億通 ▲3.9% 
H28 23.5 億通 ▲3.3% 
H29 22.4 億通 ▲4.8% 
H30 21.0 億通 ▲6.2% 

  ※H30 は速報値。 

 

＜参考（平成３０年用年賀葉書の料金適用期間について、日本郵便が実施した主な周知施策）＞ 

 ・郵便局での声掛けや周知用チラシの手交 

 ・ポスト等への周知用ステッカーの貼付 

 ・配達時における注意喚起チラシの配布 

 ・テレビＣＭによる注意喚起  等 

  



８ 

● 参照条文 

 

○郵便法（昭和２２年法律第１６５号） 

（郵便業務管理規程） 

第七十条 会社は、業務開始の際、郵便の業務の管理に関する規程（以下「郵便業務管理規

程」という。）を定め、総務大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。 

２ 郵便業務管理規程には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 郵便の業務の管理に関する事項 

二 郵便差出箱の設置その他の郵便物の引受けの方法 

三 郵便物の配達の方法 

四 前二号に掲げるもののほか、郵便物の送達の方法 

五 その他総務省令で定める事項 

３ 総務大臣は、郵便業務管理規程に記載された前項各号に掲げる事項が次に掲げる基準に

適合していると認めるときでなければ、第一項の認可をしてはならない。 

一 郵便物の秘密を保護するため適切なものであること。 

二 総務省令で定める基準に適合する郵便差出箱の設置その他の郵便物を随時、かつ、簡

易に差し出すことを可能とするものとして総務省令で定める基準に適合する郵便物の引

受けの方法が定められていること。 

三 一週間につき六日以上郵便物の配達を行うことができるものとして総務省令で定める

基準に適合する郵便物の配達の方法が定められていること。 

四 郵便物（国際郵便に係るものを除く。以下この号において同じ。）について差し出され

た日から三日（国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第百七十八号）に規定する

休日その他総務省令で定める日の日数は、算入しない。）以内（郵便物が、地理的条件、

交通事情その他の条件を勘案して総務省令で定める地域から差し出され、又は当該地域

にあてて差し出される場合にあつては、三日を超え二週間を超えない範囲内で総務省令

で定める日数以内）に送達することが定められていること。 

五 郵便物を引き受けた場合において、総務省令で定める場合を除き、郵便物の表面の見

やすい所に、総務省令で定める基準に適合する通信日付印を押印することが定められて

いること。 

六 その他総務省令で定める基準に適合するものであること。 

 

（審議会等への諮問） 

第七十三条 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法（昭和二十三年

法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で政令で定めるものに諮問しなければな

らない。 

一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認可をしよう

とするとき。 

二・三 （略） 

 

 

 

 

 



９ 

○郵便法施行規則（平成１５年総務省令第５号） 

（郵便業務管理規程の記載事項） 

第三十一条 法第七十条第二項第五号の総務省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 法第六条の重要な郵便物に関する事項 

二 郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票（以下「郵便切手等」という。）に関する

事項 

 

（郵便業務管理規程の認可基準） 

第三十二条 (略) 

２～７ （略） 

８ 法第七十条第三項第六号の総務省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 郵便物を引き受けた場合において、引受けの際現にその表面の見やすい所に郵便とい

う文字が掲げられている場合その他の郵便物であることが一見して明らかである場合を

除き、当該郵便物の表面の見やすい所に郵便物であることを表示することが定められて

いること。 

二 法第六条の重要な郵便物を定める方法が適切に定められていること。 

三 郵便切手等の種類ごとに郵便に関する料金の支払の用に供するものとして利用者の便

益を考慮して適切な金額で郵便切手等を発行することが定められていること。 

四 郵便切手等の種類、大きさその他の様式に関する事項並びに主題及び意匠の選定基準

が適切に定められていること。 

 


